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平成２７年７月３日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 老健局振興課 
 

今回の内容 

「介護保険法施行令及び地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備

等及び経過措置に関する政令の一部を改正する政令」及び「介護保険法施行規

則の一部を改正する省令」の公布について 

 

計９枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111（内線 3937･3986） 

FAX : 03-3503-7894 
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老発０７０３第１号 

平成２７年７月３日  

 

 都道府県知事 殿 

    

  厚生労働省老健局長 

（ 公 印 省 略 ） 

  
 

「介護保険法施行令及び地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関

係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関す

る政令の一部を改正する政令」及び「介護保険法施行規則の一部を改正する省令」の公

布について 

 

 「介護保険法施行令及び地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関

する政令の一部を改正する政令（平成 27 年政令第 269 号。以下「改正政令」という。）」

及び「介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成 27年厚生労働省令第 123号。以

下「改正省令」という。）」が本日公布され、平成 27年度から施行することとされた。 

これらの改正の趣旨及び内容は、下記のとおりであるので、十分御了知の上、管内市

町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るととも

に、その運用に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律（平成 26年法律第 83号）の規定による改正後の地域支援事業に関する額

に関し、介護予防訪問介護等の円滑な移行等のため、介護保険法施行令第 37条の 13

の規定の改正を行うとともに、関係法令について所要の規定の整備を行うこととした。 

 

第２ 改正政令の内容 

 １ 介護保険法施行令の一部改正 

【介護予防・日常生活支援総合事業の額】 

・ 平成26年度の特定予防給付及び介護予防等事業の額を基にして、各年度の75歳以

上被保険者数変動率を乗じて得た額等とする。 

・ 平成27年度から平成29年度までは、特定事情により上限額を超える市町村は、平

成27年度の75歳以上被保険者数変動率を110/100に置き換えた上限額とする特例を
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置き、その場合平成30年度以後は平成29年度の実績額に応じた上限額とする。 

・ 特別な事情により上限額を超える市町村は、個別協議により上限額を上乗せでき

ることとする。 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業以外の事業の額】 

・ 平成26年度介護予防等事業以外上限額を基にして、第１号被保険者数変動率で算

定する額と、個別協議により算定する特定包括的支援事業の額の合算額とする。 

・ 平成27年度から平成29年度まで介護給付費等適正化推進市町村である市町村に関

し、上限額の特例を置くこととする。 

（第37条の13関係） 

 

２ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令の一部

改正 

介護予防訪問介護等の介護予防・日常生活支援総合事業への移行を猶予した自治

体においては、介護予防等事業については、移行前年度までの間は、従来の上限額

を適用することとする。 

・ 介護予防等事業の額：給付見込額の２％ 

・ 地域支援事業のうち特定包括的支援事業を除く事業の額：給付見込額の３％ 

等 

ただし、介護予防・日常生活支援総合事業以外の事業の上限額は平成27年度から

改正後の介護保険法施行令の額を適用させる。 

また、介護給付費等適正化推進市町村への上限額の特例は介護予防・日常生活支

援総合事業への移行初年度から利用できることとする。 

（附則第３条及び第４条関係） 

 

３ 施行期日 

この政令は、公布日から施行すること。 

 

４ 経過措置 

介護予防訪問介護等の介護予防・日常生活支援総合事業への移行を猶予した自治体

においては、介護予防・日常生活支援総合事業の額について、 

・ 移行初年度における移行日までの間の経過的に行われる介護予防等事業の額は、

改正後の上限額の適用を受ける 

・ 平成26年度の予防給付及び介護予防等事業の額等の上限額の基となる額に関し

ては、移行前年度（平成27年度中に移行した場合は平成26年度、平成28年度中に

移行した場合は平成27年度、平成29年４月１日に移行した場合は平成28年度）の

数値を用いる 

・ 平成28年度中又は平成29年４月１日に介護予防・日常生活支援総合事業へ移行
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した自治体においては、110/100の特例の算定式の75歳以上被保険者数変動率を、

移行初年度のものに置き換える 

等の読替を置く。 

 

第３ 改正省令の内容 

１ 介護保険法施行規則の一部改正 

上限額の算定に必要となる、 

・ 75歳以上被保険者数変動率の算定方法 

・ 第１号被保険者数変動率の算定方法 

・ 介護給付費等適正化推進市町村の要件 

・ 介護給付費等適正化推進市町村に係る特例の上限額の算定に用いられる数値 

を定める。 

（第 140条の 62の 10から第 140条の 62の 16まで関係） 

 

 ２ 施行期日 

この省令は、公布日から施行すること。 














